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頁 事 業 名 担 当 室

１ 障害福祉サービス緊急支援事業費 地 域 福 祉 室

障 害 者 支 援 室

２ 障害児福祉サービス等利用支援事業費（障害児施設利用者 障 害 者 支 援 室

負担軽減）

３ 障害者援護施設整備費補助金 障 害 者 支 援 室

４ 障害者就労訓練設備等整備費補助金 障 害 者 支 援 室

５ 医療施設等施設整備費補助金 医 療 室

６ 医療施設設備整備費補助金 医 療 室

７ 地域ケアあり方検討費 介 護 保 険 推 進 室

８ 自殺対策推進事業費 障 害 者 支 援 室



平成１８年度９月補正予算案主要事項説明

保健福祉部

障 害 福 祉 サ ー ビ ス 緊 急 支 援 事 業 費事 業 名

予 算 額 ３１７，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

、 、新たな障害者自立支援制度の下 サービスの提供が安定して行われるよう

施設運営の緊急支援等を実施

２ 事 業 概 要

① 実質的に無利子になる「障害福祉サービス経営資金（つなぎ資

金）貸付制度」等の創設事 業 内 容

貸付制度の概要

▲

施設経営安定のための資金を社会福祉法人等に貸付

目 的 貸 付 額 ２０，０００千円以内

貸 付 利 率 ２．１％（ 独）福祉医療機構貸付利率と同じ）（

対 象 償還期間等 ５年以内（うち据置期間１年以内 、元金均等償還）

貸 付 窓 口 京都府社会福祉協議会（府が原資を貸付）

方 法 等 予 算 額 ３００，０００千円

実 施 期 間 平成１８年度

利子補給の概要

▲

上記①及び（独）福祉医療機構経営資金の借り入れに対する利子補給

補 給 率 １０／１０

予 算 額 ５，０００千円

② 経営相談窓口の設置
障害者の自立に向けた施設経営に支援を行う相談窓口の設置

設置場所等 府内北・中・南部３箇所 月１回

運 営 主 体 京都府社会福祉施設経営者協議会

予 算 額 ４，０００千円

③ 人材養成研修の開催
サービス管理責任者・行動援護従業者・重度訪問介護従業者養成研修

予 算 額 ８，０００千円

地 域 福 祉 室 施設指導振興担当 075-414-4561
担当課・係名 課 係電話番号・

障害者支援室 地域生活支援担当 075-414-4596

保健福祉－１



平成１８年度９月補正予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 障害児福祉サービス等利用支援事業費
（障害児施設利用者負担軽減）

新規・継続の別 新規予 算 額 １４，０００千円

１ 趣 旨

平成１８年１０月から障害児施設利用について、１割負担及び食費等の
実費負担が導入されるが、保護者の急激な負担増に対し、子育て支援・激

策を実施変緩和の観点から、府独自軽減

２ 事業概要

措置制度による応能負担現 行

(18.9まで)

事 業 内 容 国 施設との契約制度による

制 １ 割 負 担

改 正 度 食費等は実費負担

国制度の１割負担について、
目 的 (18.10から) 府

現行の利用者負担額まで引き下げ対 象 独

食費等については、一部独自軽減
方 法 等 自

軽

※ 平成20年度までの暫定措置減

（単位：円）◇ 利用者負担額＜例＞

食費等 計サービス料
(1割負担)月額負担額

国制度 府制度 国制度 府制度 国制度 府制度

通 母子家庭等 9,450 0 700 0 10,150 0
市町村民税所

9,450 200 700 700 10,150 900
施 年収約300万円非課税世帯
設 ～400万円世帯

入 母子家庭等 15,000 0 1,000 0 16,000 0
市町村民税所

24,600 500 1,000 1,000 25,600 1,500施 年収約300万円非課税世帯
設 ～400万円世帯

※ 通所施設については、月10日利用の場合
※ 生活保護世帯については、負担０

担当課・係名 障害者支援室 地域生活支援担当 課・係 電話番号 075-414-4596

保健福祉－２



平成１８年度９月補正予算案主要事項説明

保健福祉部

障 害 者 援 護 施 設 整 備 費 補 助 金事 業 名

新規

・予 算 額 新規・継続の別４５９，４７５千円
継続

社会福祉法人が行う障害者援護施設整備事業に対する国の

趣 旨 制度補助に加え、府独自の加算措置（新設）を講じることに

より、施設整備を促進

事 業 内 容 整 事業種別 施設種別（定員） 箇所数 予算額

備
千円

計 多機能型施設 459,475

分目 的 画 改 築 日中活動部門 ９８名 １箇所 うち府独自措置

対 象 施設入所支援部門 ７０名 40,000

方 法 等

府独自加算制度（新規）

▲

ノーマライゼーション社会を実現するため、「地域生活への移行」、「入所

趣 旨 者の重度・高齢化への対応」が求められることから、量的整備よりも質の向上

に重点を置いた制度の創設

安心・安全空間 個室化をはじめ施設入所者の居住環境向

整備 上のための施設整備 事業者の選択

補助内容 ・提案型整備

家族・地域交流 家族と入所者の交流のための宿泊室又は に対する補助

促進整備 地域交流のための施設整備（地域交流ス

ペース等）

担当課・係名 障害者支援室 地域生活支援担当 課･係 電話番号 075-414-4596

保健福祉－３



平成１８年度９月補正予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 障害者就労訓練設備等整備費補助金

新規・継続の別 新規予 算 額 ２５，０００千円

障害者自立支援法に基づく就労移行支援、
事 業 内 容 趣 旨 就労継続支援等の新サービスに移行する際に必要

となる設備整備等に要する経費を補助することに
より、新サービスへの円滑な移行を図る。

目 的
対 象
方 法 等 18年度又は19年度中に新サービスに移行

補助対象
する障害者施設

補助事業
概 要 事 業 費 認可施設 ５００万円

上 限 額 無認可施設 ２００万円

補 助 率 １０／１０

補助対象 ７ 施設
施 設

（食品加工設備、パン製造備品 等）

担当課・係名 障害者支援室地域生活支援 課・係 電話番号 075-414-4596
担当

保健福祉－４



平成１８年度９月補正予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

医療施設等施設整備費補助金事 業 名

継 続予 算 額 １２３，５７５ 千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

府民が安心して適切な医療を受けることができるよう、周産期

医療の充実や医療従事者の職場環境の改善等を図るために実施す

る医療施設等の整備に対して支援

２ 事業概要

(単位：千円)

事 業 名 事 業 概 要 対象病院 予算額

事業内容 小児医療施設 総合周産期母子医療セ

整備事業 ンターにおけるNICUの増 １病院 25,508

目 的 床（３床）

対 象

方法等 看護師勤務環境 看護師業務の負担軽減

改善施設整備事 や療養環境の改善のため １病院 33,912

業 のナースステーションの

整備

看護師宿舎施設 看護師の確保対策とし

整備事業 ての看護師宿舎（個室） １病院 64,155

の整備

計 ３病院 123,575

担当課・係名 医療室 地域医療事業担当 課 ･ 係 電 話 番 号 ０７５－４１４－４７４４

保健福祉－５



平成１８年度９月補正予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

医療施設設備整備費補助金事 業 名

継 続予 算 額 ５２，５００ 千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

へき地医療の水準向上を図るため、医療機器の整備に対して

支援

２ 事業概要

(単位：千円)

事 業 名 事 業 概 要 対象病院 予算額

事業内容 へ き 地 医 療 コンピューテッドラ

拠点病院設備 ジオグラフィシステム １病院 52,500

目 的 整備事業 （放射線診療機器のデ

対 象 ジタル処理）の整備

方法等

担当課・係名 医療室 地域医療事業担当 課 ･ 係 電 話 番 号 ０７５－４１４－４７４４

－６保健福祉



平成１８年度９月補正予算案主要事項説明

保健福祉部

地 域 ケ ア あ り 方 検 討 費事 業 名

予 算 額 ３，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

療養病床の見直し・再編への動きに対応し、将来的な介護・医療サ

ービス等を含む京都府内の「地域ケア」の確保及びその推進を図るこ

とを目的とした、指針の策定に向けた検討

２ 事 業 概 要

○ 医療機関・患者を対象とした現状調査の実施

事 業 内 容

○ 関係団体関係者等による検討会議の開催

目 的 ○ 市町村との調整会議の開催（各圏域ごと）

対 象

方法等

担当課・係名 介護保険推進室 計画・管理担当 課・係 電話番号 075-414-4578

保健福祉－７



平成１８年度９月補正予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 自殺対策推進事業費

新規・継続の別 新規予 算 額 １，５００千円

趣 旨 自殺対策基本法の成立(平成１８年６月)を踏ま
え、自殺予防等に係る取組みを推進

事 業 内 容

目 的 ① 自殺対策連絡協議会の設置
対 象
方 法 等 構成：医師会、商工会議所、労働局、教育

取組内容 委員会、警察本部等
内容：自殺予防等に係る具体的な取組の方

向性を協議

② 「こころの健康専門相談窓口」の設置

設置場所：精神保健福祉総合センター
内 容：電話相談、面接相談

※ 様々な要因が考えられることから、消費
生活相談等の各種相談機関と連携

③ 企業労務担当者、市町村職員等に対する研修

④ 自死遺族の会(「こころのカフェきょうと」)
が行う活動への支援

担当課・係名 障害者支援室社会参加担当 課・係 電話番号 075-414-4732

保健福祉－８
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